終章　「やりがいの源泉」と「自治体職員の役割の重さ」

　本章では、ここまでの章を補完する形で、本委員会での議論の中で私が個人的に印象に残った2つの事柄について触れたいと思います。それによって、本報告書の意味合い、位置づけがより明確になると思うからです。その上で、最後に、自治体職員のみなさんに1つ、お願いをして、本報告書を終えたいと思います。

１　やりがいの源泉を何に見出すか？―印象に残ったこと①

1-1　「やりがい」の有無とその理由

今回われわれが行ったアンケートの中で「やりがいの有無」を聞いています。「Q5　あなたは、現在『やりがい』を持ちながら働くことができていますか」という設問がそれです。それに対する回答総数は2721で、そのうち、「できている」もしくは「ある程度できている」と答えた人は1806人、「あまりできていない」もしくは「できていない」と答えた人は、898人でした。すなわち、約3分の2の人たちが「やりがいあり」と答えた一方で、約3分の１もの人たちが「やりがいなし」と答えたわけです。この結果は、われわれ委員会にとって大きなショックでした。

　ただ、それ以上に本委員会において議論となったのは、「やりがいあり」「やりがいなし」それぞれの理由です。すなわち、「やりがいあり」の理由は、第1位：雇用の安定性（1043）、第2位：職員間の連携・コミュニケーション（997）、第3位：能力や創意性の発揮（867）、第4位：責任ある仕事を任されたこと（863）、第5位：賃金（801）であり、他方、「やりがいなし」の理由は、第1位：仕事量（394）、第2位：賃金（337）、第3位：職員間の連携・コミュニケーション（323）、第4位：職務怠慢者の存在（283）、第5位：市民からの苦情（279）でした。このように、「やりがいあり」の主な理由として「雇用の安定性」と「賃金」が、「やりがいなし」の主な理由として「賃金」が挙げられている点をどう解釈したらよいかが、議論となったのです。

ただ、その詳細な分析については、すでに第4章および第5章においてなされているので、ここでそれを繰り返すつもりはありません。ここでは、私なりの感想めいた解釈を述べるにとどめたいと思います。

1-2　ダニエル・ピンク氏の議論

上記結果を見て私が想起したのは、クリントン政権下でアル・ゴア元・副大統領の首席スピーチライターを務めていたダニエル・ピンク氏の議論でした。

　ピンク氏は、その著書『Drive（邦訳タイトル：モティベーション3.0）』
の中で、「人々により多く働いてもらうには、報酬を出せばいい」、「高い報酬こそが、人々のやる気を引き出し、業績（パフォーマンス）を向上させる」という通念に真っ向から疑問を呈しています。正確にいえば、「既存の常套手段に頼る仕事」すなわち、定型的なルーティン業務についてはそうしたインセンティブを用いることは有効だけれども、創造的な要素を伴う仕事の場合にそうしたインセンティブを用いると逆効果（＝業績の低下）につながることが多い、というのが彼の主張です。

　（創造的な要素を伴う仕事の場合、）業績（パフォーマンス）向上をもたらすはずの報酬がなぜマイナスに作用してしまうのでしょうか？その理由を、他の文献も踏まえながら、私なりにまとめ直すと以下の通りです。

まず、論理的にいえば、「業績（パフォーマンス）に応じた報酬が業績（パフォーマンス）向上をもたらす」という命題が成り立つには、次の2つの条件が成り立つ必要があります
。

①　業績（パフォーマンス）に応じた報酬は、より高いモティベーションとやる気をもたらす。

②　より高いモティベーションとやる気は、業績（パフォーマンス）向上をもたらす。

　したがって、「業績（パフォーマンス）に応じた報酬が（その意図とは逆に）業績（パフォーマンス）低下をもたらす」とすれば、上記条件①②のいずれかもしくは両方が成り立たないから、ということになります。

　第1に、「外発的動機づけ」
としての報酬が、「内発的動機づけ」
を減退させることで、条件①の成立を阻害することがあります。

　たとえば、A）「大切なことだからやろう」と自発的になされていた行動（例：お手伝い）が、報酬を与えられるようになったことで、報酬なしにはなされなくなってしまう、B）ルール違反に対する罰金を設けたことが、「罰金さえ払えば、ルール違反をしても構わない」という認識につながり、それまで良心に基づいてなされていたルール遵守行動が減退してしまう、C）大好きだった活動（例：お絵描き）も、報酬の存在によって「仕事＝義務」になると、やりたくなくなる、といった具合です。

第2に、仮に上記条件①が成り立ったとしても、報酬の存在ゆえに、高いモティベーションややる気が「短絡的思考」、「視野の狭隘化」、「脱法的行動」等につながることで、上記条件②の成立を阻害することがあります。

まず、「Aという結果を出せば報酬を得られる」（もしくは「Aという結果を出さないと報酬は得られない」）というように「～すれば」という条件が与えられると、人は、その条件を充足することには一生懸命になりますが、それ以外の行動をとる気にはなかなかなれなくなります。たとえば、「英語・数学・国語で一定以上の点をとれば大学に合格できる」といった条件が与えられると、美術や音楽の勉強だとか部活動などをしない学生が増えてしまったり、「英語で70点以上とれば合格」という条件を与えられると、70点以上の点数をとれればそれで満足してしまい、それ以上英語を深く勉強しなくなってしまったりするわけです。報酬の存在によって、「視野の狭隘化」が生じたり、向上心が損なわれたりするのです。

また、高い報酬が、手っ取り早く結果を求める「短絡的思考」をもたらし、時には、「目的のためには手段を選ばず」ということで「脱法的行動」につながることすらあります。そこまで行かずとも、「安易な答え」ばかりを求めてしまい、解決すべき問題の「原因－結果」構造についての体系的な分析がおざなりになってしまったり、創造的なアイデアを創出するという発想自体が見られなくなってしまったりします。

ピンク氏は、学問の世界では常識になっている以上のような知見が、ビジネスの世界ではほとんど認識されておらず、その結果、「業績（パフォーマンス）に応じた報酬こそが、人々のやる気を引き出し、業績（パフォーマンス）を高める」という誤った発想に基づく制度設計が世の中に横行していることを問題視しています。

すでに述べたように、報酬や義務に基づくインセンティブ設計が常に機能しないわけではありません。それが機能しないのは、創造的な要素を伴う仕事についてであって、定型的なルーティン業務については、報酬や義務に基づく仕組みは有効だとされるのです。

しかし、ピンク氏は、そうした定型的で裁量の余地のない仕事は、今日の先進国ではほとんど見られなくなってきていると主張しています。それゆえ、今日のわれわれの社会において、人々のやる気を引き出し、業績（パフォーマンス）を高めるには、報酬や義務によるのではなく、個々人の「自律性」、「マスタリー（熟練）」、「目的」を尊重することによって、内発的動機をはぐくむことが大切である、というのが彼の結論です。すなわち、「自分の人生を自ら監督したい」、「新しいことを学びたい」、「上達したい」、「創造したい」、「世の中をよくしたい」といった人々の欲求（＝内発的動機づけ）を源泉にしていくような働
き方こそが大事だというのです
。

1-3　再びアンケート結果について

以上のピンク氏の議論は、一見、「業績（パフォーマンス）に応じた報酬」を議論の出発点に置いている点で、成果主義的給与システムを前提としないわが国の公務員の世界にはうまく当てはまらないようにも見えます。しかし、彼の批判のターゲットは、成果主義というより、むしろ、それを含む「外発的動機づけ」一般だというのが正しい理解でしょう。それゆえ、公務員の世界を論じる上でも、ピンク氏の議論は一定の説得力を有していると考えます。

そこで改めて、上述のアンケート結果の話に戻したいと思います。

私がその結果を見て第1に感じたのは、「『やりがいあり』と答えた人たちのかなりの部分が『雇用の安定性』や『賃金』をその理由に挙げているということは、『外発的動機づけ』が機能していることを意味するのであって、それは、逆にいえば、彼（女）らが『定型的なルーティン業務』として仕事をしていることを示唆しているのではないか？」というものでした。

第2に感じたのは、「（ピンク氏の議論からすると）そのように賃金等の『外発的動機づけ』に基づいた仕事の仕方というのは、必ずしも『いい仕事』につながっていないのではないか？」というものでした。

そして、第3に感じたのは、「近い将来、公務員制度改革によって『雇用の安定性』が崩れたり、行財政改革の一環で賃金カットがなされたりしたら、『やりがいあり』と答えている人たちのうち、上記の理由を挙げている人たちはやる気を失ってしまうのではないか？」というものでした。実際、「やりがいなし」と答えた人が挙げた理由の第2位に「賃金」が来ているのは、その可能性が高いことを示唆しているように思います。

本報告書で「仕事を通じた自己実現」の重要性を述べてきたのは、まさにこれらの点に関連しています。つまり、これまでのように「外発的動機づけ」に基づいて「定型的なルーティン業務」的に仕事をしているだけでは、（賃金カットなどが当面続く可能性の高いご時世の中では）モティベーションを維持できないですし、仮にモティベーションを維持できたとしても、それが期待されているパフォーマンスにつながるかというと疑問が残るのです
。

求められているのは、その仕事自体の中に喜びを見出すような「内発的動機づけ」に基づく仕事の仕方です。

　

２　政治・行政関係と自治体職員の働き方―印象に残ったこと②

2-1　「政治」と自治体職員の働き方

ところが、実際の自治体現場では、そのような期待される方向性とは逆の傾向が見られるようです。そのことを本委員会の中で問題提起してくれたのは、元・寝屋川市職員で、現在、大阪地方自治研究センターの特別研究員を務める荒川俊雄氏でした。荒川氏の問題提起は、おおよそ次のようなものだったと記憶しています。

「各地の首長選挙をみると、かなり乱暴なマニフェストを掲げて当選しているケースが少なくありません。十分な検証もなされないまま、思いつきのような政策が数値目標とセットでマニフェストに並んでいるわけです。そのこと自体大きな問題ですが、それ以上に問題だと思うのは、『それで構わない。面倒なことは政治に決めてもらって、自分たちはそれに従って粛々と仕事をする方がいい』といった感想を述べる自治体職員が少なくないことです」

　荒川氏の問題提起を受けて、他の委員からは、「民主主義を前提とする以上、政治に従うことは当然だが、かといって、政治が決めたことを粛々と実行することだけが自治体職員の役割なのだろうか｣とか、「マニフェスト時代における自治体職員の役割・働き方はどうあるべきなのか」とか、「公務員バッシングの中で、自治体職員は自らの役割が見えなくなっているのではないか」といった意見・疑問が呈されました。これが、委員会での議論の中で強く印象に残っているもう1つの事柄です。

私自身は、上記問題提起を聞きながら、法哲学者・名和田是彦氏がその著作『コミュニティの法理論』の中で展開している、自治体職員をめぐる日独比較論を思い起こしていました。

この本の中で名和田氏は、日本の自治体職員の多くが、“「最終的には行政自身が主導的役割、責任を持つ姿勢を示すことが必要」であり、「政治的なるもの」は行政が担うべきだとする考え方”を共有しているのではないかと述べています。それに対し、ドイツの自治体職員の考え方はまったく逆だというのです。

「…地域評議会の会議…には、議題に関連する役所の人をよんできて説明させる案件が必ずあるが、そこにおける役人の行動様式は、日本の同様な場面でのそれを見慣れているものにとっては時としてかなりの驚きであった。さしあたりびっくりするのは、住民の前で…しかも地域評議会という民主的に選出された権威ある（はずの）機関の会議の場で説明しようというのに、隙なくデータを集める作業をこの日程に合わせて完了しようなどとはしないし、役所の縦割り構造にもきわめて無反省であって、それはよその部局のことだから知らないのでそちらに聞いてくれと臆面もなく回答するのである。

…（中略）…右のような不遜な態度は、草の根レベル（“Basis”）を専門家的立場から軽視する姿勢の表われであるとも言える。しかし、もう一つの無視しえない要因として、もう一つの特徴的な行動様式、すなわち（少なくとも表面的な）『政治』への従順な態度と関連しているように思われる。決定するのは『政治』であって、自分らはそれを決められたペースで粛々と執行するだけである、という建前があるからこそ、その点はまだ調べていないだとか、それは自分の権限外だから○○局の方に聞いてほしいだとかいった回答が可能になるのである」

（名和田是彦『コミュニティの法理論』創文社、1998年、68～69頁）

上記引用文は、1990年代段階での考察に基づくものであり、いまもこの指摘が妥当するかどうかは分かりません。ですが、そのことはさして重要ではありません。ここで重要なのは、「政治の決めたことに粛々と従う」という自治体職員の姿勢は、一見、民主主義に適合的し、好ましいように見えながら、実のところ、「行政責任」回避的な職員態度を惹起し、住民にとってマイナスの結果をもたらしうる点が示唆されている点にあります。

この名和田氏の指摘を踏まえると、先の荒川氏による問題提起は、日本の自治体職員の考え方の「ドイツ型」へのシフト
とそれが孕む問題性を指摘したものであると位置づけることができます。

「ドイツ型」への接近は、公務員バッシングに対する自治体職員なりの「防御的反応」の結果なのかもしれませんし、「委縮」の結果なのかもしれませんし、「その方が楽だから」という「安易さ」の表れなのかもしれません。いずれにせよ、それは、先に示した「創意工夫による、仕事を通じた自己実現」とは真逆の方向です。創意工夫の可能性を放棄するような働き方では、住民からの理解も得られません。おそらく「ドイツ型」への接近は、一時しのぎ的な効果しか持たず、結局は、さらなる公務員バッシングにつながってしまうことでしょう。

では、“「政治的なるもの」は行政が担うべきだとする考え方”に立ち戻れば、それで良いのでしょうか？そうではないはずです。それはいわば「官（行政）による公共空間の独占的支配」につながりうる危険な考え方だからです。いま求められているのは、上記のいずれでもない「第三の道」なのではないでしょうか。

2-2　「第三の道」―3つの規範のバランス化

　私は、その「第三の道」を、行政学者・西尾勝氏が整理した「政治－行政関係」についての3つの規範のバランス化に見出しています。それぞれの規範の内容は以下の通りです
。

　第1に、「統制の規範」です。これは、政治家が行政官を統制、統率するという「優越・従属」の関係規範を意味します。第2に、「分離の規範」です。これは、行政機関によるさまざまな利益配分を党派的な圧力からなるべく切り離すという「相互不介入」の規範を意味します。第3に、「協働の規範」です。これは、一定の政策目的の実現のために、政治家と行政官とがそれぞれの特長を活かして協力するという「指導－補佐」の関係規範を意味します。政策立案に際して、専門性を有する行政官僚制に一定の裁量を与えて、迅速かつ自律的に意思決定を行わせるといった場合に前提となっているのがこの規範です。

　「第三の道」とは、上記3つの規範のバランスを欠くことなく、場面に応じて適切に使い分けながら、総合的に規範間のバランスをとることだと私は考えています。

　思うに、“「政治的なるもの」は行政が担うべきだとする考え方”が根強かったことへの反動からでしょうか、近年、「統制の規範」を強化することばかりに世間の目が向きがちであったように思います。

しかしながら、第1に、そもそも「政治に従う」といった場合の「政治」の担い手は、首長だけに限りません。議会や住民の声に耳を傾けることも必要です。

第2に、行政官は、「政治に従う」という要請だけでなく、「党派的な圧力に抗し、中立的な業務遂行を行う」といった要請や「専門性を活かして政治家にアドバイスをしたり、政策案を作成したりする」といった要請にも応える必要があります。身分保障などの仕掛けはそのために存在するわけです。

　民主主義を前提とする以上、行政が最終的に「政治」に従うべきことは言うまでもありません。が、しかし、そのことと、「決定するのは『政治』であって、行政は、それを決められたペースで粛々と執行するだけである」ということとは異なる、ということをしっかり踏まえるべきだと思います。

　

2-3　自治体職員の役割の“重さ”―神は細部に宿る

　以上のように、「政治の決めたことに粛々と従うのが自治体職員の役割だ」という考え方の問題点の1つは、「統制の規範」ばかりに目を奪われ、他の規範を無視してしまっている点にあります。しかし、問題点はそれにとどまりません。

　上記の考え方のもう1つの問題点は、「行政が粛々と実行しうるほど、政治が詳細なレベルまで決めることが可能である」という暗黙の前提に無自覚に立っている点にあります。言い換えれば、「政治がすべての物事を判断しつくすことなど不可能なのであって、政治が決定した抽象的な方針を具体化したり、個々の事務事業を執行したりする場面での行政による裁量的判断の余地は必ず残らざるを得ない」ということを十分理解していないように思えるのです。

そして、この「裁量的判断の余地」こそ、自治体職員の腕の見せどころであり、「創意工夫による、仕事を通じた自己実現」の源泉となります。それを放棄するのは、自治体職員にとって自殺的行為です。

「裁量的判断の余地」における判断1つで、相手方住民の人生が大きく左右されてしまうことも珍しくありません。自治体職員の役割は重いのです。「政治の決めたことに粛々と従うのが自治体職員の役割だ」という考え方は、そうした自治体職員の役割の“重さ”を忘却させてしまう危険性を秘めています。

ここまで書いて思い出したことがあります。いまから10年以上前、きっかけは忘れてしまいましたが、当時大学院生だった私は、自分の師匠である今村都南雄先生（中央大学法学部名誉教授）に「なぜ自治研（自治労）にコミットするようになったのですか？」と聞いたことがあります。それに対して先生は、次のように答えられました。

「それは、どこまで行っても、自治体職員が決定的に重要な役割を担っていると思っているからだよね。どんなに素晴らしい首長がいても、1人ひとりの職員がしっかり仕事をしないと、自治体は良くならない。組合との関わりを持っていることについて、いろいろなことを言う人もいるんだろうけど、それでもずっと関わってきているのは、やっぱり自治体職員に少しでもいい方向に行って欲しいと思っているからだよね」

自分自身が多くの自治体職員と交流を持ち、自治研（自治労）に関わるようになったいま、私も先生のお気持ちがとてもよく分かるようになりました。

「神は細部に宿る」といいますが、まさに自治体行政というのは、その細部において、1人ひとりの職員がどのように仕事に取り組むのかが決定的に重要です。だからこそ、「自治体職員の働き方」を1人ひとりがいま一度見つめ直す必要性があるのです。
３　自治体職員の皆さんへのお願い

本報告書は、自治研作業委員会報告書としては極めて異例（というかおそらくはじめて）だと思いますが、「です・ます」調で書かれています。また、随所にエピソード等が挿入されていますし、全体的に語りかけるような文章になっています。こうした工夫を試みたのは、少しでもハードルを低くし、1人でも多くの方に読んでいただきたいと考えたからです。

本報告書には、「働き方」を見つめ直し、変えていくためのさまざまなヒント・知見がちりばめられているはずです。しかし、同時に、自治体職員の皆さんが直面している個別具体的な場面においてすぐに役立つような「答え」は書かれていません。それはあくまで皆さんお1人おひとりに考えていただくしかないのです。本報告書はあくまで、そのための参考書に過ぎません。

そこで、最後にお願いなのですが、本報告書をきっかけにして、是非、各自治研単位で学習会を開催していただけませんか？（その際に、講師が必要であれば、本委員会のメンバーが参りますので、ご一報ください。）その学習会が、1人ひとりの職員が率直に自分の思いを語り合うような場になれば、ベストだと思います。

最後になりますが、アンケート調査にお答えいただいた皆さんを始め、ご協力いただいたすべての方々に心より感謝申し上げます。また、報告書をまとめるにあたって、事務局を務めてくださった、自治労本部の南部美智代・総合政治政策局長、太田真一・組織拡大局長、橋本勇介・書記、会田麻里子・書記には大変なご尽力をいただきました。この場を借りてお礼申し上げます。

本報告書が1人でも多くの皆さんの手にとられ、「自治体職員の働き方」を見つめ直すきっかけになることを心から願っています。

（嶋田暁文）
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